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	第１　計画的な行政改革の推進と説明責任の確保

１　行政改革大綱の見直しと集中改革プランの公表

（２）集中改革プランの公表

行政改革大綱に基づき具体的な取組を集中的に実施するため、①から⑨までに掲げる事項（⑤及び⑥については都道府県に限る。）を中心に平成17年度を起点とし、おおむね平成２１年度までの具体的な取組を住民にわかりやすく明示した計画（以下「集中改革プラン」という。）を平成17年度中に公表すること。

その際、可能な限り目標の数値化や具体的かつ住民にわかりやすい指標を用いることとし、特に、定員管理の適正化計画については、退職者数及び採用者数の見込みを明示し、平成22年４月１日における明確な数値目標を掲げること。

また、地方公営企業についても同様に、①、②、③、④及び⑧の事項に関する集中改革プランを公表すること。

なお、平成17年度に合併を行う予定である市町村については、合併後の行政体制の整備の状況を見極めつつ適切に対応すること。

①　事務・事業の再編・整理、廃止・統合

②　民間委託等の推進（指定管理者制度の活用を含む。）

③　定員管理の適正化

④　手当の総点検をはじめとする給与の適正化（給料表の運用、退職手当、特殊勤務手当等諸手当の見直し等）

⑤　市町村への権限移譲

⑥　出先機関の見直し

⑦　第三セクターの見直し

⑧　経費節減等の財政効果

⑨　その他

第２　行政改革推進上の主要事項について

３　定員管理及び給与の適正化等

（１）定員管理の適正化

①　定員管理にあたっては、社会経済情勢の変化等を踏まえ、対応すべき行政需要の範囲、施策の内容及び手法を改めて見直しながら適正化に取り組むこと。とりわけ、抜本的な事務・事業の整理、組織の合理化、職員の適正配置に努めるとともに、積極的な民間委託等の推進、任期付職員制度の活用、ＩＣＴ化の推進、地域協働の取組などを通じて、極力職員数の抑制に取り組むこと。また、市町村合併に伴う定員管理や組織編成については、予算・人事管理等の総務管理業務や計画策定等の企画関連業務など同一又は類似の事務・事業の統合や、旅費・給与等に関する事務の集約化などにより、事務・事業の抜本的な見直しを計画的に行うとともに、適正な組織体制・人事配置となるよう、積極的・計画的な組織の合理化、一層の定員管理の適正化に努めること。都道府県にあっても、市町村合併の進展を踏まえ、積極的・計画的な組織の合理化、一層の定員管理の適正化に努めること。

②　現在55～57歳の年代（いわゆる「団塊の世代」）の職員の大量退職を迎えることから、退職者の補充をどの程度行うべきか十分に検討した上、様々な手法も活用しながら、計画的な職員数の抑制に取り組むこと。

③　定員管理の適正化を計画的に推進する観点から、全地方公共団体において定員適正化計画の中で数値目標を掲げ、これを公表し、着実に実行すること。定員適正化計画を策定していない一部の市町村にあっては、早急にこれを策定するとともに、既に策定している団体にあっては、積極的に計画を見直すこと。

なお、定員適正化計画の策定・見直しに当たっては、以下の点を踏まえて行うこと。

ア　過去５年間の地方公共団体の総定員の状況は、各団体の努力により4.6％（平成11年から平成16年）純減している。今後は、市町村合併の進展、電子自治体や民間委託等の推進等を踏まえると、過去の実績を上回る総定員の純減を図る必要がある。各地方公共団体においては、このような観点からそれぞれの行財政運営の状況を踏まえ、明確な数値目標を設定すること。

イ　将来的な職員の年齢構成や分野別職員数等について詳細に分析すること。

ウ　定員モデルや類似団体別職員数を積極的に活用すること。
	第１　総人件費改革

１　地方公務員の職員数
地方公共団体の定員管理については、新地方行革指針に基づき、平成１７年度中に公表することとされた各団体の「集中改革プラン」の中で、平成２２年４月１日における数値目標を掲げるよう要請していたところであるが、行政改革推進法第５５条においては、地方公共団体は、職員数の厳格な管理を行うこととされ、また、「基本方針２００６」においては、本年４月末に総務省から公表された速報値を踏まえ、５年間で行政機関の国家公務員の定員純減（５．７％）と同程度の定員純減を行うとされているとともに、定員純減を２０１１年度まで継続することとされている。

以上を達成すべく、各地方公共団体においては、「集中改革プラン」における定員管理の数値目標の着実な達成に取り組むとともに、各分野ごとの数値目標の検証・分析を行いつつ、国が定める地方公務員の定員関係の基準等の見直しや公共サービス改革の取り組みについて適切に反映することなどを通じて、職員数の一層の純減を図ること。
	各地方公共団体におかれても、定員管理の適正な運営については、従前から数値目標を掲げ鋭意努力されているところですが、現下の厳しい行財政事情等をかんがみると、引き続き、簡素で効率的な行政体制の整備に向けて取り組むことが求められています。

したがって、各地方公共団体におかれては、「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」(平成17年3月29日総務事務次官通知) 及び「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」(平成18年8月31日総務事務次官通知)の趣旨に沿い、「集中改革プラン」における定員管理の数値目標の着実な達成と2011年度までの定員純減に、引き続き努められるようお願いいたします。

また、今後も、地域の実情に応じ、今回の国の方針も踏まえて、適正な定員管理の推進に留意されるようお願いいたします。当省としても、従前に引き続き、今後も地方公共団体における適正な定員管理の推進に資するための方策等に関する調査研究、各種資料の提供等に努めるほか、各省庁に対しては、地方公共団体の職員数の増加をもたらすような施策については厳に抑制するとともに、国の関与や必置規制、配置基準の見直し等について積極的に協力するよう要請しているところです。


